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3-6 インターネットガバナンス

インターネットガバナンスの動向

前村 昌紀 ●一般社団法人日本ネットワークインフォメーションセンター（JPNIC） インターネット推進部 部長

インターネットのガバナンスに関する議論が活気を帯びている。ルート
サーバーシステムに対する新たなガバナンス機構の議論をはじめ、デジ
タル脅威に有効なIGFのあり方や2023年IGF日本開催に注目が集まっ
ている。

　JPNICではインターネットガバナンスを「イ
ンターネットを健全に運営する上で必要なルー
ル作りや仕組み、それらを検討して実施する体
制など」と定義している。ここで「健全に運営す
る」には、「問題があればそれを解決する」こと
が当然含まれる。本白書で取り上げられる様々な
テーマの多くでは、問題点とその解決が論じられ
ており、すなわち、それぞれインターネットガバ
ナンスの枠組みで取り上げ議論する問題ともいえ
る。本稿では、私が業務上取り扱うテーマを取り
上げながら、「検討して実施する体制」に焦点を
当てて議論している。2018年版インターネット
白書の本稿1で示した通り、インターネットガバ
ナンスを、インターネット基盤自身のガバナンス
「Governance 『of』 the Internet」と、インター
ネット上のガバナンス「Governance 『on』 the
Internet」の2つに大別して論じる。
　なおJPNIC Webでは、「インターネットガバナ
ンスの変遷」2として、黎明期から現在に至るまで
のインターネットガバナンス議論の変遷をまとめ
ているので、こちらもぜひご参照いただきたい。

■「of」のガバナンス：コミュニティ自
治の順調な経過とルートDNSサーバー
システムのガバナンスに対する歴史的改
革
　 IANA（Internet Assigned Numbers
Authority）3は、識別子一切を管理するインター
ネットの中枢機構である。その運営を担当す
る ICANN（Internet Corporation for Assigned
Names and Numbers）4が設立以来、米国商務省
との間で結んでいたIANA機能に関する運営契約
が2016年10月1日に満了したことで、この契約
を根拠とする米国商務省の監督権限が消失し、コ
ミュニティ自治体制が確立した。これは「IANA
監督権限移管」5と呼ばれている。
　米国商務省のIANA監督権限は、グローバルイ
ンターネットに対して米国だけが持つ特別な地位
として問題視され、2003年から2005年に2回に
分けて開催された「世界情報社会サミット（World
Summit on the Information Society）」6における
インターネットガバナンスの議論を引き起こし
た。監督権限移管は契約満了に伴って自動的に発
生したのではなく、2014年から2年半にわたっ
て全世界のインターネットコミュニティによって
「移管後体制＝コミュニティ自治体制」について
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検討され、最終的に米国商務省によって受諾され
た結果である。この自治体制では米国商務省によ
る監督に代わり、3つの識別子（IPアドレス、ドメ
イン名、プロトコルパラメーター）ごとに、その利
用者を中心とする方針策定コミュニティ（地域イ
ンターネットレジストリ（RIRs）、ICANN、IETF
（Internet Engineering Task Force））がサービス
レベルを監視するという仕組みが取られている。
　IANAではサービスレベル履行報告をウェブで
公開する7とともに各監視委員会は報告を基にし
た評価結果を公開しているが8、新体制発足後、一
貫して良好な結果を残している。またこの新たな
自治体制に対する不満や異論は聞こえてこず、順
調な経過と言える。
　この記事を執筆している現在、IANA監督権限
移管に続く、もう1つの歴史的な変革に関する体
制変更の検討が進んでいる。それはインターネッ
トのドメインネームシステムの要となる、「ルー
トDNSサーバーシステム（RSS）に関する新たな
ガバナンス機構の検討」である。
　RSSは階層構造で管理されるドメイン名空間の
最上層に位置し、すべてのドメイン名の照会を受
け付け、トップレベルドメイン名（TLD）のサー
バーを指し示す重要な役割を果たしている。ルー
トDNSサーバーには「root-servers.net」という
ドメイン名が用いられ、「a.root-servers.net」か
ら「m.root-servers.net」までの13のルートDNS
サーバーが12のルートサーバー運営組織（RSO）
によって運営されている（13のルートDNSサー
バーはそれぞれ大規模な多重化を行っており、現
在総計1300を超える物理実体が全世界に分散配
置されている9）。
　RSOには私企業、政府機関、研究機関、非営
利組織と様々な団体が並んでおり、このRSOの
合議に基づいて、高い技術力と自己資金によって
インターネットの最要所であるRSSを運用し、イ

ンターネットコミュニティから信頼されてきた。
しかしながらインターネットの急激な発展と増加
し続けるセキュリティ脅威によって、利用者への
サービスが不全となるリスクが増大し続けた結
果、これまでの自主的な運営に代わり、明確に定
義されたガバナンス機構においてコミュニティか
らの期待に応えるに足る説明責任と透明性の確保
が必要となってきている。
　このような事情から、ICANNの中でRSOがRSS
に関する助言を提供するRSSAC（ルートサーバー
システム諮問委員会）10として、2018年6月に新
たなガバナンスモデル提案（RSSAC037）11と、そ
の提案の取り扱いに関する助言（RSSAC038）12

を提出した13。ICANNはこれらの助言を検討し
た結果、2019年11月の理事会決議 「2. Main
Agenda：d. Initiation of the Root Server System
Governance Working Group」14として、ルート
サーバーに関連が大きいコミュニティメンバーに
よる「RSSガバナンス作業部会」（RSSGWG）15を
通じて、新たなガバナンスモデルを検討すること
を決定している。RSSGWGは2020年2月に活動
を開始し、おおむね2週間に一度オンライン会議
によって検討が進められている。
　RSSAC037で最初に提起されたモデルには、戦
略・アーキテクチャ・ポリシー検討、RSO指名・
除名、性能監視計測、財務といった機能モジュー
ルが含まれる（資料3-6-1）。どの機構や基準も規
定するのは簡単ではないが、その中で最も難し
いと思われるのは「財務機能」である。財務機能
は、RSSの運営に必要なコストを負担することを
意味している。機構自体の定義はできたとして
も、RSOがそれぞれの基準で設備と運用体制を整
えて自己資金で運営してきたRSSに対して、どの
ような基準と金額のコスト負担を行うのか、その
原資をどのように回収するかなど、非常に難しい
問題を解く必要がある。
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資料3-6-1　A Proposed Governance Model for the DNS Root Server System

出典：https://www.icann.org/en/system/files/files/rssac-037-15jun18-en.pdf

　現時点での計画では、2022年6月まで検討が続
く。どのような形で新たなRSSのガバナンス体制
が定まるか、これからも注視が必要である。

■「on」のガバナンス：IGFはどこに向
かうのか
　『インターネット白書2019』で紹介したとおり、
2018年12月に開催されたInternet Governance
Forum（IGF）パリ会合では、フランスのマクロ
ン大統領がパリ・コールと呼ばれる宣誓文16を準
備し、日増しに深刻化していくインターネット上
の問題に対して、IGFに集まって対話するだけで

なく、力を合わせて実効性のある対応策を実施す
るために力を合わせるよう呼びかけた。この延長
線上で、この2年間に関係者の関心を集めたのは、
国連事務総長によって召集された「デジタル協力
に関するハイレベルパネル」（High Level Panel
for Digital Cooperation、HLPDC）17である。
　このHLPDCは、共同議長のメリンダ・ゲイツ、
ジャック・マーをはじめとする文字通りハイレベ
ルな陣容で、2018年7月に召集され、2019年6
月に報告書が公表された。ここには包摂的デジタ
ル経済社会の構築、人的・制度的能力開発、人権
と主体性の擁護、デジタル信頼性・安全性・安定
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性などの観点からの勧告がまとめられている。
　インターネット関係者の間で特に注目されたの
は、グローバルなデジタル協力のための3つの機
構提案である。その中で最も注目される「IGFプ
ラス」と命名されたIGF機能強化策は、「対話の場」
として設計されているために、実行可能な政策成
果に欠けるというIGFの弱点を、NRI（National
Regional IGF Initiatives）など関連活動との連携
強化や、専門家や関連デジタルイベントの代表者
による助言機関、政策調査検討の実務機能などに
よって補うものだった。
　このデジタル協力の機構提案に関しては、2020
年9月にオプションペーパーが提示されて意見照
会に掛けられるなど、検討活動は進んでいる。
IGF 2020でさらなる展開があるかと期待されて
いたが、実際にはデジタル協力に関するメイン
セッションが設けられたに留まった。これらの経
過はJPNIC Blogで適宜紹介しているので参照さ
れたい18。デジタル協力の機構提案の行方につい
ては、まだまだ注視が必要ということになる。
　 2020 年 は 新 型コロナウイルス感染症
（COVID-19）に明け暮れた1年となり、IGFと
て例外ではなかった。IGF 2020はもともとポー
ランドのカトヴィツェで開催されることが決定
されていたが、オンサイト開催は取りやめ、オン
ラインでの開催となった19。同時並行セッション
の削減などの兼ね合いで会期が約2週間となり、
参加登録者数4500名以上、登壇者数1000名以
上と、参加規模は通常のIGFよりも大幅に大きく
なった。
　IGF 2020のメインテーマとしては、人類の回
復力と連帯のためのインターネット（Internet for
human resilience and solidarity）と、コロナ禍
を色濃く反映したテーマが設定され、COVID-19
をテーマにするセッションも10ほどあった。メ
インテーマにはデータ、環境、包摂、信頼の4つが

据えられ、デジタル協力が特別テーマとされた。
IGFは開会式、閉会式、ハイレベルパネルなどの
主要セッションの華やかさが大きな印象をもたら
す要素のひとつだが、これらが完全リモート開催
となっていることで、少々地味な印象を受けたも
のの、オンサイト会合の場合よりも幅広い登壇者
陣に恵まれたセッションが多かったのはオンライ
ンのメリットと言える。

■IGF 2023日本開催に向けて
　2020年、日本にとっての大ニュースがあった。
それは2020年6月、IGF 2020のオンライン開催
が発表されたのと同時に、2023年のIGFが日本
開催となることが公表されたのである。
　日本の NRI（National and Regional IGF
Initiative）としては、Japan IGF20が2016年11月
に登録された。Japan IGFは当初、IGF-Japan21

と日本インターネットガバナンス会議（IGCJ）22

の協同活動として立ち上げられたが、IGF 2018
パリ会合の報告会23から、両活動の運営関係者だ
けでなく、日本からのIGF会合参加者にも声を掛
けてIGF会合の事前イベント、報告会などを開催
することで、国内におけるインターネットガバナ
ンスの議論喚起を目指している。少しずつ新たな
参加者層を獲得しつつあるが、これらの会合はま
だまだ小規模と言わざるを得ない。
　IGF会合の日本開催に関しては、現時点で実
施体制は不明であるが、ホストとなる政府だけ
でなく国内の関係者も広く関与して、盛り上げ
ていく必要があるだろう。最近の開催国の例を
見ると、2018年のフランス開催に関してはフ
ランスのNRI、France IGF24の立ち上げは2015
年。2019年のドイツ開催に関して、ドイツの
NRI Internet Governance Forum Deutschland
（IGF-D）25は2008年から任意団体として存在し
ていたが、2014年に正式に組織化されている。
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つまり自国開催に先立ってNRI活動が活発になっ
ているということが認められ、日本に関しても同
様の運び方が求められているところである。
　日本政府は2019年のG20大阪サミット2019
以来、デジタル経済に関する国際的ルール作りを
進めていく「大阪トラック」を立ち上げ26、その
重要な要素として、信頼性のある自由なデータ流
通（Data Free Flow with Trust、DFFT）促進を重
点課題に掲げている27。DFFTの推進のためのビ
ジネスセクターを巻き込んだ国際的な展開にNRI
やIGFを通じた活動が考えられる。
　また近年インターネット上の不正・不法行為、
セキュリティ脅威によるリスクが高まっているの
はご存じの通り。例えば漫画コンテンツの海賊版
サイトを例に挙げると、海賊版サイトの運営にホ
スティング、CDN、ドメイン名レジストラといっ

た多数のプレイヤーが関与し、運営者は国外に存
在するなど関係者が国境を超えて広く分散して
いる。
　これはグローバルなインターネットならではで
あり、IGFのような場が対策推進に寄与すること
が可能である。さらに国内の課題への対処につい
ては、NRIを通じた対話が政府や他のステークホ
ルダーにおける施策に結びついて解決に近づくよ
うな回路を作れれば、参加者がより大きな意義を
感じ、活動としての盛り上がりを見せることがで
きないだろうかと考えている。
　これらは私の考えに過ぎないが、関係者の皆さ
んとも知恵を出し合って、2023年のIGF会合日
本開催に向けてJapan IGFの活動が充実していく
ことを願っている。
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